
問 滋賀県子どもの権利室 TEL 077-528-3573

企業活動の陰で、誰かの人権が脅かされているかもしれません。
実は密接な関係がある「ビジネス」と「人権」についてお伝えします。

「ビジネス」の中で生じる可能性がある、人権侵害のリスクを一部紹介します。
＊企業は、自社の従業員はもちろん、取引先の従業員、さらには顧客、地域住民、消費者などの人権も尊重する必要があります。

例）休憩時間や休日にも
      仕事の対応を求める。

　人権上の問題が発生すると、企業にとってイメージダウンなどの経営リスクがあり、

従業員や取引先、地域社会にも悪影響を与えます。

『ビジネスと人権』のために、企業に求められていることとは？

この商品はどのように
作られているのかな…

働く人が大切に
されている
会社かな…

子ども専用フリーダイヤル

（無料）

解決!

こんなとき

おとな用 077-524-2030
相談時間：午前9時～午後9時（年末年始を除く）

※午後9時以降は「24時間子供SOSダイヤル」
につながります

な や み い おう

0120-0-78310

公益財団法人人権教育啓発推進センター理事長 神戸大学名誉教授 坂元 茂樹 さん

滋賀県人権施策推進審議会会長よりひとこと

・ つらいことがある
・ ちょっと話を聞いてほしい
・ 親や先生には言いづらい

　相談員が気持ちや意見をじっく
り聞きます。子ども本人にとってよ
いと思える解決方法を一緒に考え
ます。

解決しないとき、相談員が委員会を紹介します。

学識経験者、弁護士、公認心理師などの5名の委員

委員が直接会って子ども本人の気持ちや
希望をじっくり聞きます。

関係する人に話を聞いたり、解決のため
の協力をお願いしたりします。子どもの
代わりに気持ちや意見を伝えることもで
きます。

子どもたちの周りをもっとよくしていくために、知事にルールの
改善等を求めることもできます。

　「こころんだいやる」とは子どもが「つらい・苦
しい・こまった・助けてほしい」と感じた時に、どん
ななやみや心配事でも相談できる窓口です。相
談員が、しっかりとあなたの気持ちを受け止め、
支えます。（保護者ご自身の相談もできます。）

　「滋賀県子どもの権利委員会」では「こころんだいやる」などの相談だけでは解決しない子どもの権利侵害事案に
対し、解決に向けた調査や調整等を行います。今年３月制定の滋賀県子ども基本条例に基づいた取組の一つです。

滋賀県子どもの権利委員会10月1日スタート

子どもの権利委員会10月1日設置

企業による「モノ」や「サービス」を提供するための活動。そもそも「ビジネス」ってなに？

そもそも「人権」ってなに？

『ビジネスと人権』とは

　企業がビジネスの中で関わるすべての人の
人権を尊重する考え方です。この考え方が広ま
れば、作る人も売る人も買う人も、すべての人
にとってより良い豊かな世の中になります。

　企業が人権を守ることは国際的にも求め
られており、人権を大切にする取組を自主的
に行うことが大切です。

ビジネスに関わる方必見！具体的な取組については以下をご覧ください。

ずばり

「ビジネス」と「人権」の関係って？

　企業が「ビジネス」をするときには、作る人や、売る
人、買う人など必ず「誰か」が関わっており、企業はそ
のすべての人の人権を尊重する必要があります。

では

例）給料を決めた日に     
支払わない。

例）顧客の個人情報を
流出させる。

パワハラ

例）部下を立たせたまま
      長時間怒鳴り続ける。

例）性別だけで仕事の役割を分ける。

例）国籍を理由に労働条件に
差をつける。

正社員
契約社員
派遣社員
アルバイト
パート

自社の従業員

取引先の
従業員

例）原材料の仕入れ先で低賃金での
強制労働が行われていた。

顧客
地域住民
消費者

例）工場の汚水で健康被害を与える。

国連広報センターHP
ビジネスと人権に
関する指導原則

法務省HP
「ビジネスと人権」に
関する行動計画

滋賀県HP
じんけん通信

（公財）人権教育啓発
推進センターHP
啓発資料など

の関係とは『ビジネスと人権』 ？
？

？

●人権方針の策定
●人権デュー・ディリジェンス※の実施
※企業が人権侵害のリスクを把握し、対応や予防策を講じる仕組みのこと

●人権侵害への対応、救済

人権尊重への取組プロセス

生まれながらに持つ、人として幸せに生きていく権利。 

みんなも考えてみよう

け んじ ん

企業の責任として対応が求められる人権リスクとは？ 

t過剰・不当な労働時間

賃金の不足・未払い

外国人労働者の権利 サプライチェーン上の人権問題

プライバシーの権利

環境・気候変動に関する人権問題

消費者の安全と知る権利
ジェンダーに関する人権問題

　国連のビジネスと人権に関する指導原則は、人権を保護する国家の義
務、人権を尊重する企業の責任および救済へのアクセスという三つの柱か
ら構成されます。
　人権を尊重する企業の責任とは、その事業活動において、国際人権規約
や国際労働機関（ILO）の労働における基本的原則や権利のような国際的に
認められた人権を尊重することを求めています。
　2025年6月に閣議決定された「人権教育・啓発に関する基本計画（第二
次）」も、指導原則に基づく企業の自主的な取組を期待しています。

こころんだいやる

ふれあいプラスワン

問 滋賀県人権施策推進課 TEL 077-528-3533 FAX 077-528-4852 Email cf00@pref.shiga.lg.jp
0706

～実は身近な人権～
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例）正確な製品表示をしていない。
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